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参考資料２



位置図

駅前線

畑口寺田線外１

1



2

畑口寺田線外１
L=880m, W=16～18m

五日市駅

広島
はつかいち

大橋

佐伯区役所

事業概要

駅前線
L=977m, W=14m



延 長 Ｌ＝８８０ｍ

幅 員 W＝１６～１８ｍ（２車線）

予定期間 平成27年度～令和10年度頃

全体事業費 ３３億円

畑口寺田線

L=600m,W=18m

坪井橋西詰
交差点

事業概要

3

五日市観音
小学校

寿老地中地線

L=280m,W=16m

平成２２年度
整備完了路線



事業再評価の方法

○原則として国の策定する再評価手法を採用
【再評価手法】 同要領第５条

【再評価の視点】 同要領第５条

①事業を巡る社会経済情勢等の変化
②事業の投資効果

③事業の進捗状況
④事業の進捗の見込み
⑤コスト縮減や代替案立案等の可能性

○５つの視点から事業の評価を行う

・B/C（定量的効果）
・B/C以外の効果（定量的・定性的効果）

対応方針の決定

○広島市公共事業（建設関係所管）実施要領に基づき実施
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・個性ある地域の形成
・安全な生活環境の確保
・災害への備え 等



■費用便益比（B/C）の算出について

【使用マニュアル】
○費用便益分析マニュアル（令和７年８月 国土交通省）

【基本的な考え方】

○道路整備を行う場合と行わない場合の便益の差を算定
○道路整備に伴う便益の増分と費用の増分を比較

【計算式】

費用便益比 （B/C）＝ 総便益（B）／総費用（C）

事業再評価の方法
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○走行時間短縮便益
整備により短縮される移動時間に車種別の時間価値原単位を
乗じたもの

○走行経費減少便益
走行条件が改善されることにより低下する燃料費、タイヤ費、
車両整備費などに車種別の走行経費原単位を乗じたもの

○交通事故減少便益
交通事故により生じる損失（人的損害、物的障害、渋滞による
損失）の減少

【総便益（B）の内訳】

■費用便益比（B/C）の算出について

※対応方針の決定にあたっては、上記以外の定量化が難しい事業
効果についても評価する。

事業再評価の方法
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7

１．費用及び便益算出の前提
社会的割引率：４％ ※１

基準年次 ：評価時点（令和７年）
検討年数 ：５０年 ※２

２．便益の算定
①交通流の推計

○交通量 ○走行速度
○路線条件

②便益の算定
○走行時間短縮便益
○走行経費減少便益
○交通事故減少便益

３．費用の算定

○道路整備に要する事業費

○道路維持管理に要する費用

○道路構造物の更新に要する費用
社

会

的

割

引

率

４．費用便益分析の実施

総 費 用総 便 益

〔「費用便益分析マニュアル」（国土交通省 道路局 都市局 令和7年8月）より作成〕

便益の現在価値 費用の現在価値

現在価値の算出

事業再評価の方法
■費用対効果分析のフロー

※１：最新の社会経済情勢等を踏まえ、比較のために参考とすべき値を
設定してもよい。

※２：複数の区間又は箇所が一体となって効果を発揮する道路ネットワー
クについて、それらをまとめて評価する場合は、事業全体が完成する
までの事業実施期間と耐用年数等により検討年数を設定する



視点① 事業を巡る社会情勢等の変化

8

① 本事業箇所北側の畑口寺田線外１（延長約７７０ｍ）が平成２２年度に完成
② 隣接する廿日市市の畑口寺田線（延長２６０ｍ）が令和３年度に完成

■社会情勢・地域情勢の変化

：畑口寺田線

：寿老地中地線

：国道２号（西広島バイパス）

：都市計画道路（畑口寺田線、寿老地中地線除く）
又は国道、主要地方道、県道

※破線は未整備区間又は部分供用区間

廿日市市

日の木
団地

美鈴園
団地

昭和台
団地

東観音台
団地

佐伯区役所

観音台
団地

①

②

佐伯区内の道路ネットワークの強化や交通渋滞の緩和、廿日市市への
アクセス向上等に向け、着実に事業を実施中

廿日市市

事業中区間
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■費用対効果分析の結果

視点② 事業の投資効果【B/C(定量的効果)】

総便益（Ｂ）が総費用（Ｃ）を上回っている

総便益（Ｂ）

５０億円
÷

総費用（Ｃ）

３３億円
＝

費用便益比(B/C)

１.５

【費用便益比（残事業）】

総便益（Ｂ）

５０億円
÷

総費用（Ｃ）

１４億円
＝

費用便益比(B/C)

３.７

【費用便益比（事業全体）】

【参考：費用便益比（B/C）】
社会的割引率２％：２.６
社会的割引率１％：３.７

【参考：費用便益比（B/C）】
社会的割引率２％：５.８
社会的割引率１％：８.０



■事業の効果や必要性
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視点② 事業の投資効果【定量的効果】

【円滑なモビリティの確保】

周辺道路の渋滞損失時間が削減

1.00

0.02
整備なし 整備あり

0.98万人・時間/年

（98.0%）削減

主要地方道 五日市筒賀線の
渋滞損失時間（R22）

単位：万人・時間/年



■事業の効果や必要性
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視点② 事業の投資効果【B/C以外の効果(定性的効果)】

【安全な生活環境の確保】

歩行者や自転車の安全性が向上

通学路（抜粋）

五日市観音
小学校

写真
（佐伯区地域整備課に依頼）

※五日市観音小学校区 R3～R5の平均

学区内の事故発生状況 16件/年



■事業の効果や必要性

【災害への備え】

広域避難路として、防災機能強化

寿老地中地線
（広域避難路）

畑口寺田線
（広域避難路）
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視点② 事業の投資効果【B/C以外の効果(定性的効果)】

広島工業大学

指定緊急避難場所（大火）

広域避難路（広島市地域防災計画より）

拡大

畑口寺田線外１

五日市中学校・
造幣局広島支局野球場



■事業の効果や必要性

【地球環境の保全】
交通の円滑化により、渋滞が緩和され、

自動車から排出されるCO2が削減

13

視点② 事業の投資効果【B/C以外の効果(定量的効果)】

609,425 607,973

1,452

整備なし 整備あり

排出量
（t-CO2/年）

年間のCO2（二酸化炭素）削減量 1,452ｔ
～

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



・用地取得率は約57％、事業進捗率は約60％まで進捗
・用地取得及び道路整備を推進

視点③ 事業の進捗状況
視点④ 事業の進捗の見込み

14

R4発注 道路新設工事
（部分整備済み）

R6発注 道路新設工事



■コスト縮減の可能性

視点⑤ コスト縮減や代替案立案等の可能性

【道路新設工事】
建設副産物の発生抑制や再生材利用等

■代替案立案等の可能性

現行ルートが適当

○佐伯区内の道路ネットワーク強化
○沿道の良好な市街地形成の促進
○避難路や安全な通学路の確保
○住民の期待を受けながら、用地取得及び工事を推進

15



【対応方針】 事業継続

対応方針（案）

【理由と今後の方針】
畑口寺田線外１は、佐伯区内おける道路ネット

ワークの強化や沿道の良好な市街地形成を促進する
路線であり、当該地域の発展や廿日市市との連携機
能の強化を促進するとともに、災害時における避難
路の確保や隣接する小学校の安全な通学路を確保す
る重要な路線である。

これまでに約６割の用地取得を終えており、令和
４年度からは一部道路新設工事を行うなど、確実に
事業を推進している。

以上のことから、引き続き事業を推進する。
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参考資料３



位置図

駅前線

畑口寺田線外１

1



2

畑口寺田線外１
L=880m, W=16～18m

五日市駅

広島
はつかいち

大橋

佐伯区役所

事業概要

駅前線
L=977m, W=14m



3

駅前線

延 長 Ｌ＝９７７ｍ

幅 員 W＝１４ｍ（２車線）

予定期間 平成８年度～令和10年度頃

全体事業費 ５３．７億円

事業概要

L=977m,W=14m



事業再評価の方法

○原則として国の策定する再評価手法を採用
【再評価手法】 同要領第５条

【再評価の視点】 同要領第５条

①事業を巡る社会経済情勢等の変化
②事業の投資効果

③事業の進捗状況
④事業の進捗の見込み
⑤コスト縮減や代替案立案等の可能性

○５つの視点から事業の評価を行う

・B/C（定量的効果）
・B/C以外の効果（定量的・定性的効果）

対応方針の決定

○広島市公共事業（建設関係所管）実施要領に基づき実施

4

・個性ある地域の形成
・安全な生活環境の確保
・災害への備え 等



■費用便益比（B/C）の算出について

【使用マニュアル】
○費用便益分析マニュアル（令和７年８月 国土交通省）

【基本的な考え方】

○道路整備を行う場合と行わない場合の便益の差を算定
○道路整備に伴う便益の増分と費用の増分を比較

【計算式】

費用便益比 （B/C）＝ 総便益（B）／総費用（C）

事業再評価の方法

5



○走行時間短縮便益
整備により短縮される移動時間に車種別の時間価値原単位を
乗じたもの

○走行経費減少便益
走行条件が改善されることにより低下する燃料費、タイヤ費、
車両整備費などに車種別の走行経費原単位を乗じたもの

○交通事故減少便益
交通事故により生じる損失（人的損害、物的障害、渋滞による
損失）の減少

【総便益（B）の内訳】

■費用便益比（B/C）の算出について

※対応方針の決定にあたっては、上記以外の定量化が難しい事業
効果についても評価する。

事業再評価の方法

6



7

１．費用及び便益算出の前提
社会的割引率：４％ ※１

基準年次 ：評価時点（令和７年）
検討年数 ：５０年 ※２

２．便益の算定
①交通流の推計

○交通量 ○走行速度
○路線条件

②便益の算定
○走行時間短縮便益
○走行経費減少便益
○交通事故減少便益

３．費用の算定

○道路整備に要する事業費

○道路維持管理に要する費用

○道路構造物の更新に要する費用
社

会

的

割

引

率

４．費用便益分析の実施

総 費 用総 便 益

〔「費用便益分析マニュアル」（国土交通省 道路局 都市局 令和7年8月）より作成〕

便益の現在価値 費用の現在価値

現在価値の算出

事業再評価の方法
■費用対効果分析のフロー

※１：最新の社会経済情勢等を踏まえ、比較のために参考とすべき値を
設定してもよい。

※２：複数の区間又は箇所が一体となって効果を発揮する道路ネットワー
クについて、それらをまとめて評価する場合は、事業全体が完成する
までの事業実施期間と耐用年数等により検討年数を設定する



視点① 事業を巡る社会情勢等の変化

8

環状型道路
ネットワークの形成

地区住民を中心とした早期整備の要望

① 佐伯区の丘陵地に点在する住宅団地の相互を連絡
② 佐伯区内の環状型道路ネットワークの一部を構成

■社会情勢・地域情勢の変化



■費用対効果分析の結果（B/C）

視点② 事業の投資効果【B/C(定量的効果)】

総便益（Ｂ）が総費用（Ｃ）を上回っている

総便益（Ｂ）

１０４億円
÷

総費用（Ｃ）

７９億円
＝

費用便益比(B/C)

１.３

【費用便益比（残事業）】

総便益（Ｂ）

１０４億円
÷

総費用（Ｃ）

１５億円
＝

費用便益比(B/C)

６.８

9

【費用便益比（事業全体）】

【参考：費用便益比（B/C）】
社会的割引率２％：２.１
社会的割引率１％：２.８

【参考：費用便益比（B/C）】
社会的割引率２％：９.８
社会的割引率１％：１２.１



視点② 事業の投資効果【定量的効果】
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■事業の効果や必要性

【円滑なモビリティの確保】

木舟交差点

【木舟交差点】

【木舟交差点の渋滞の様子】

14.8

5.1
整備なし 整備あり

9.7万人・時間/年

（65.5%）削減

木舟交差点の渋滞損失時間（R22）



・広幅員の歩道整備により、安全な通学路が確保
・避難場所である五日市東小学校への避難路としても機能

視点② 事業の投資効果【B/C以外の効果(定性的効果)】

11

■事業の効果や必要性

通学路（抜粋）
五日市東小学校

（避難場所）

昭和台
団地

美鈴園
団地

【安全な生活環境の確保】 【災害への備え】

学区内の
事故発生状況

13件/年

※五日市東小学校区
R3～R5の平均

【その他】
・広島市・湯来町合併建設計画に位置付け

→広島市域や周辺市町から湯来地区へのアクセスが向上



■事業の効果や必要性

【地球環境の保全】
交通の円滑化により、渋滞が緩和され、

自動車から排出されるCO2が削減

12

視点② 事業の投資効果【B/C以外の効果(定量的効果)】

609,650 609,100 

550 

整備なし 整備あり

排出量
（t-CO2/年）

年間のCO2（二酸化炭素）削減量 550ｔ

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



視点③ 事業の進捗状況

13

用地取得率は約85％、事業進捗率は約63％

橋りょう
① ② ①

②



視点④ 事業の進捗の見込み
用地取得及び道路整備を推進

（起点側）

（終点側）

山の掘削工事を実施中

14



■コスト縮減の可能性

視点⑤ コスト縮減や代替案立案等の可能性

【道路新設工事】
建設副産物の発生抑制や再生材利用等

■代替案立案等の可能性

現行ルートが適当

○佐伯区内の道路ネットワーク強化
○地区内の利便性が向上する道路
○住民の期待を受けながら、用地取得及び工事を推進
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【対応方針】 事業継続

対応方針（案）

【理由と今後の方針】
駅前線は、佐伯区の中心市街地周辺の丘陵地に点

在している住宅団地を相互に連絡する佐伯区内の環
状型道路ネットワークの一部を構成し、良好な市街
地の形成や、快適な市民生活と都市活動に貢献する
とともに、緊急時の避難路を確保する重要路線であ
る。

用地取得率は８割を超え、令和６年度には山林部
の工事に着手するなど、着実に事業を推進しており、
地域住民からの早期整備に対する期待も大きい。

以上のことから、引き続き事業を推進する。
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